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調査の背景①

ブロードバンドの整備によるホームページの利活用への期待

2011年はブロードバンドゼロ地域解消。デジタル化元年
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調査の背景②
災害等発生時の情報提供の重要性

近年、住民が予期しなかった災害等が多発。
住民生活の安心・安全を確保するために素早い情報提供が求められている。

新型インフルエンザの流行

鳥インフルエンザの発生

野生動物の市街地出没
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調査の背景③
情報量が豊富、かつ広範囲への情報提供が可能なホームページの活用

１ 自治体の住民向け情報提供手段とその比較

２ 時間別の手段の使用

（１）発災時：避難指示等を、防災行政無線（整備済の自治体）、電子メール・電話・ファクス、ＩＰ告知システム、
テレビ・ラジオ、広報車を総動員して発信し、被害を最小限に防止。

（２）発災後：避難指示解除や復旧状況の情報提供を、自治体ホームページ、防災行政無線、ＩＰ告知システム、広報車、
チラシにより、住民はもとより他自治体に在住する家族、関係者等に広く周知。

－ ◎ＢＢ地域 ○市町村 ◎全国 ○市町村 ○県域 ○市町村 △町内

－ △ ◎ ○ ◎ ◎ ○ △

－ ◎ ○ △ ○ ○ △ △

－ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎

平時 予防・啓発 市町村 ◎ ○ △ ○ △ △ ○

平時 各種案内等 市町村 ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○

発災時 避難指示等 市町村＋全国 △ ◎ ○ ◎ ◎ ○ △

発災後 復旧情報等 市町村＋全国 ◎ ○ △ ○ △ ○ ○

広報車
チラシ・
クチコミ

エリア

即時性

情報量

普及状況

基本特徴＆
時間別に求められる役割、範囲

自治体
ホームページ

防災行政無線
電子メール
電話・ﾌｧｯｸｽ

ＩＰ告知
システム

テレビ・ラジオ

自治体ホームページは情報提供できるエリア・情報量などが優位。
他方、緊急情報などの即時性は防災行政無線などが優位。

（出典）調査検討委員会資料
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ホームページの特長

特長 内容

提供できる情報量の豊富さ
災害情報から生活情報等まで多様な種類の情報をホームペー
ジ内にページを追加するだけで掲載することができる。

情報を提供できる範囲の広さ

自治体内に限らず、国内及び海外まで情報を発信することがで
きる。そのため、地域住民はもとより、自治体外に在住する家
族や親戚などの関係者、テレビやラジオなどのマスメディア関
係者に情報発信することができる。

提供できる情報形態の豊富さ
文字情報や音声情報、静止画情報、動画情報など、ホーム
ページは多様な情報を発信することができる。また、他者の
ホームページとの連携（リンク）が容易である。

提供した情報の更新のし易さ
時々刻々と変わる状況に合わせて、効率的に情報を更新する
ことができる。そのため、災害発生時や災害復旧時には、状況
に合わせて適時的確に情報発信することができる。

提供した情報の探し易さ
ホームページには豊富な情報を掲載できる特長があるが、検
索エンジンを用いることでアーカイブされた情報の中から目的
の情報を容易に探し出すことができる。

住民向け各種情報提供手段とホームページの
双方の特長を活かし、補完し合うことでより一層有効な情報提供システムに

（出典）調査検討会資料
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調査検討委員会での検討事項

 防災情報などの提供ツールとしての自治体ホームページの
現状と課題

 防災情報提供手段と特徴

 自治体ホームページの有効活用方策
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防災情報等とは

情報の種類 内 容

避難指示・勧告
市町村長の判断により発令される避難指示や勧告。また、住民が避難するために必要な避難所や避難経路や安否に
関する情報も含まれる。

災害からの復興時の
生活関連情報

避難所の運営や給水・給食や電気・ガス・水道・電話などのライフラインの障害・復旧（見通し）、交通機関の障害・復旧
（見通し）などの被災者の生活の安定、暮らしを維持するために必要な情報

土砂災害情報
大雨により土砂災害の発生が高まった際に気象庁と都道府県の共同により発表される土砂災害警戒情報や、土砂災害が
発生した際の発生地点や復旧（見通し）に関する情報

気象情報
気象庁から発表される警報・注意報に加え、警報・注意報の内容を補完する大雨や強風、雷などに関する情報や、台風、
竜巻に関する情報及び少雨や低温など社会的に影響の大きな天候に関する情報

道路情報
各自治体及びその周辺の国道・道道・市町村道、高速道路などの道路全般に関する通行止めなどの各種規制に関する
情報

河川情報 各自治体及びその周辺を流れる河川全般に関する雨量や水位、洪水予報、またダムの放流情報

地震情報 気象庁から発表される地震速報や地震の発生場所（震源）やその規模（マニチュード）、各地の震度などの情報

津波情報 気象庁から発表される津波警報・注意報に加え、津波の到達予想時刻や予想される津波の高さなどに関する情報

火山・噴火情報 気象庁から発表される噴火警報・噴火予報に加え、火山性地震の回数などの火山活動状況をお知らせする情報

停電・ガス漏れ情報 停電やガス漏れの発生場所や復旧見通しに関する情報

不審者情報 小中学生の登下校などに、声かけや追いかけなどの不審な行動をとった不審者の外見や発生場所等に関する情報

衛生関連情報 食中毒やインフルエンザ等の自然災害以外の危機管理情報

その他の情報
鳥インフルエンザや口蹄疫などの地域の産業に影響を与える可能性のある情報やホームページ閲覧者の安心安全に
関する情報

自治体ホームページ閲覧者（地域住民・自治体外に在住する家族・マスコミ）の
視点から住民の安心・安全を実現するために必要な情報

（出典）調査検討会資料
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調査内容

■アンケート調査
○対 象：北海道内の市町村のうち政令指定都市である札幌市を除く178市町村
○調査方法：郵送発送・郵送等回収によるアンケート調査
○実施時期：平成22年12月
○回収結果：167自治体から回答を得た（有効回答率94.4%）

■ヒアリング調査
○対 象：アンケート調査に回答した15自治体
○調査方法：訪問によるヒアリング調査
○実施時期：平成23年1月
○調査実施自治体選定の考え方：

アンケート調査に回答した自治体のうち、自治体ホームページによる防災情報
等の発信 の取り組み状況や沿岸部／内陸部等の地勢的条件、自治体の
人口規模等を勘案し、北海道全体の傾向を把握するために、道北、道央、
道南、道東の各地域から自治体を抽出。
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調査結果から得られた示唆

1. 自治体の職員数に関わらず自治体ホームページによる防災情報等が発
信されている。

2. 自治体ホームページの運用コストは限定的となっており、また事業予算
の確保に苦慮している。

3. 自治体ホームページの運用性を高めるためのCMSへの期待は 高い。

4. 緊急時の自治体ホームページの有効性に対する認識は高くないが、
防災情報等は住民生活の安心・安全の観点から発信が必要と認識して
いる。

5. 柔軟な運用やシステム面の整備により短時間での情報更新に向けた取
り組みが進んでいる。

6. 自治体ホームページでの情報発信のため、正確性を最重要視している。
緊急時には速報性を重視し、自治体ホームページの位置づけが低くなっ
ている。

7. 庁内にウェブサーバーを設置している自治体では、サーバー自体の防
災対策は十分ではない。

8. 携帯電話やスマートフォンなどの新しい情報提供手段への関心が高い。
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調査検討結果

 今日では、自治体ホームページは「自治体の顔」とも言うべ
き存在であり、主な閲覧者である地域住民に加え、テレビや
ラジオ、新聞などのマスコミ関係者等が重要な一次情報源と
して活用。

 各自治体は、自治体ホームページを通じた防災情報等の提
供について、考え方やポリシーを表明し、信頼される情報提
供手段としての自治体ホームページの地位を確立し、「北海
道モデル」を構築すべき。

 北海道内の多くの自治体が抱える課題を解決し、限られた
人的資源や予算の中で取り組みを推進するために、防災情
報等の発信にかかる自治体ホームページの利活用モデルを
提示。

 また、利活用モデル実現に向けて、利活用モデルを実現す
るための具体的な取り組みを例示。
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利活用モデル

【情報収集面】
効率的な情報収集を行うためのアプローチ

○国や北海道等の公的機関のホームページ
等から電子的に発信されている情報を活用

【システム面】
円滑に防災情報等を発信するためのアプローチ

○CMSを導入するなどの情報発信環境の整備

○アクセス集中時の対応の検討
○情報収集や情報発信を行うためにRSSを導入

○発信すべき情報の種類を洗い出し、基準や
手順を整備

【組織体制面】
速やかに防災情報等を掲載できるよう
にするためのアプローチ

○災害対策本部が設置されるような
場合は、本部内に常駐の専属の
広報担当者を配置

○庁内においてホームページ担当課が
庁内の情報を得やすいような環境の
整備

【職員の意識面】
閲覧者が求める防災情報等を積極的
に発信するためのアプローチ

○情報発信する意識を醸成

【他のメディアとの連携】
ホームページの即時性を高めるためのアプローチ

○即時性や伝播性の高さ、情報量の豊富さなどの
メリットを活かせる運用方法の検討

【ホームページを構築する際に考慮すべき工夫】
閲覧者を意識した情報発信をするためのアプローチ

○検索サービスを利用するインターネットユーザーが多いこと
を考慮したSEO対策

○閲覧者が迷うことなく防災情報等にアクセスできるページ
デザインの工夫

○閲覧者のアクセシビリティを高める工夫
○アクセス解析ツールを活用した閲覧状況の把握

防災情報等の発信にかかる
自治体ホームページの

利活用モデル

【信頼される情報提供手段】

CMSやウェブサーバー
共同利用

既存の自治体クラウド
基盤を有効活用

自治体とメディアの災害時における
情報交流を活発化させるための

環境整備

定期的な連絡会等の実施

防災・地域情報を集配信する
情報基盤の構築

安心・安全公共コモンズの
思想をシステム化

【利活用モデルの推進方策】

【情報収集面】
効率的な情報収集を行うためのアプローチ

○国や北海道等の公的機関のホームページ
等から電子的に発信されている情報を活用

【システム面】
円滑に防災情報等を発信するためのアプローチ

○CMSを導入するなどの情報発信環境の整備

○アクセス集中時の対応の検討
○情報収集や情報発信を行うためにRSSを導入

○発信すべき情報の種類を洗い出し、基準や
手順を整備

【組織体制面】
速やかに防災情報等を掲載できるよう
にするためのアプローチ

○災害対策本部が設置されるような
場合は、本部内に常駐の専属の
広報担当者を配置

○庁内においてホームページ担当課が
庁内の情報を得やすいような環境の
整備

【職員の意識面】
閲覧者が求める防災情報等を積極的
に発信するためのアプローチ

○情報発信する意識を醸成

【他のメディアとの連携】
ホームページの即時性を高めるためのアプローチ

○即時性や伝播性の高さ、情報量の豊富さなどの
メリットを活かせる運用方法の検討

【ホームページを構築する際に考慮すべき工夫】
閲覧者を意識した情報発信をするためのアプローチ

○検索サービスを利用するインターネットユーザーが多いこと
を考慮したSEO対策

○閲覧者が迷うことなく防災情報等にアクセスできるページ
デザインの工夫

○閲覧者のアクセシビリティを高める工夫
○アクセス解析ツールを活用した閲覧状況の把握

防災情報等の発信にかかる
自治体ホームページの

利活用モデル

【信頼される情報提供手段】

【情報収集面】
効率的な情報収集を行うためのアプローチ

○国や北海道等の公的機関のホームページ
等から電子的に発信されている情報を活用

【システム面】
円滑に防災情報等を発信するためのアプローチ

○CMSを導入するなどの情報発信環境の整備

○アクセス集中時の対応の検討
○情報収集や情報発信を行うためにRSSを導入

○発信すべき情報の種類を洗い出し、基準や
手順を整備

【組織体制面】
速やかに防災情報等を掲載できるよう
にするためのアプローチ

○災害対策本部が設置されるような
場合は、本部内に常駐の専属の
広報担当者を配置

○庁内においてホームページ担当課が
庁内の情報を得やすいような環境の
整備

【職員の意識面】
閲覧者が求める防災情報等を積極的
に発信するためのアプローチ

○情報発信する意識を醸成

【他のメディアとの連携】
ホームページの即時性を高めるためのアプローチ

○即時性や伝播性の高さ、情報量の豊富さなどの
メリットを活かせる運用方法の検討

【ホームページを構築する際に考慮すべき工夫】
閲覧者を意識した情報発信をするためのアプローチ

○検索サービスを利用するインターネットユーザーが多いこと
を考慮したSEO対策

○閲覧者が迷うことなく防災情報等にアクセスできるページ
デザインの工夫

○閲覧者のアクセシビリティを高める工夫
○アクセス解析ツールを活用した閲覧状況の把握

防災情報等の発信にかかる
自治体ホームページの

利活用モデル

【信頼される情報提供手段】

CMSやウェブサーバー
共同利用

既存の自治体クラウド
基盤を有効活用

自治体とメディアの災害時における
情報交流を活発化させるための

環境整備

定期的な連絡会等の実施

防災・地域情報を集配信する
情報基盤の構築

安心・安全公共コモンズの
思想をシステム化

【利活用モデルの推進方策】

（出典）調査検討会資料
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利活用モデルの推進方策①

CMSやウェブサーバーの共同利用

既存の自治体クラウドの基盤を有効活用

（出典）http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/development_1.html 
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利活用モデルの推進方策②

自治体とメディアの災害時における情報交流を活発化させるための環境整備

防災情報等の発信が必要になった際の
円滑なコミュニケーションを実現するために、

定期的な連絡会等を実施

【メディアからの期待】
「地上デジタル放送が始まり、ワンセグやカーナビ向け放送やデータ放送が可能にな
り、テレビ局の災害報道のあり方が大きく変わろうとしている。特に北海道のような広
域の自治体の場合は、記者は災害状況等の一次情報の取得を自治体ホームページ
から取得することが非常に多く、自治体ホームページの重要性が増してきている」

「特に緊急を要する情報はラジオを通じて情報提供し、詳細情報や音声だけでは伝え
にくい情報については、「当該地域の詳細な情報については○○町のホームページ
をご覧下さい」とコメントするなど、自治体ホームページとの連携を期待している」

メディアが求める情報の種類や量、質について予め情報交換・共有する
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利活用モデルの推進方策③

防災・地域情報を集配信する情報基盤の構築

街頭など大型ビジョン
による情報表示

デジタルＴＶ
（データ放送）

運営センター

ラジオでの
文字情報表示

地 域 住 民

電子掲示板

公共機関のデジタル
広告による情報表示

ワンセグ（データ放送） ＦＡＸ，電子メール

運営管理 コンテンツ制作

緊急時 平常時

地 域 密 着 型 情 報 発 信

公共コモンズによる多様なメディアを介した情報発信

入力端末

関連機関

自治体

入力端末

情
報
の
集
約

行政情報

災害情報

デジタルサイネージによる地域情報発信

現在時刻 １６：３０
バス（上り）
中央病院行き １７：２０発予定

バス（下り）
市役所行き １６：４０発予定

明日の県内の天気 曇り のち 晴れ

現在時刻 １６：３０
バス（上り）
中央病院行き １７：２０発予定

バス（下り）
市役所行き １６：４０発予定

明日の県内の天気 曇り のち 晴れ

今日の特売情報ボランティア募集

公共交通情報特売情報伝言板行政情報
○○○市からのお知らせ

不審者情報

情
報
の
集
約

地元商店など

地域内各種情報

特売情報など

地域住民

公 共 コ モ ン ズ

安心・安全公共コモンズの思想をシステム化

（出典）調査検討会資料
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（１）情報収集面

国や北海道等の公的機関のホームページ等から電子的に発信される情報を活用

効率的な情報収集を行うためのアプローチ

（出典）調査検討会資料
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（１）情報収集面

国や北海道等の公的機関のホームページ等から電子的に発信される情報を活用

効率的な情報収集を行うためのアプローチ

（出典）調査検討会資料
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具体的な事例

外部機関（国土交通省や気象庁）の
ホームページにダイレクト・リンク
している。

（出典）函館市防災情報トップページ
http://www.city.hakodate.hokkaido.jp/soumu/bousai/
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（２）システム面

効率的な情報収集を行うためのアプローチ

CMSを導入するなどの情報発信環境の整備

アクセス集中時の対応の検討

システムにアクセスできる職員全員が掲載情報を
作成可能

オンラインの場合、スムーズな決裁を実現
広報担当者の負担軽減
各職員が情報発信の重要性を再認識

災害時などのアクセス集中時のシステム負担を軽
減

ウェブサーバーがダウンしても、キャッシュサー
バーという形で展開

ウェブサーバーがダウンするまでに掲載されてい
る情報は滞りなく閲覧可能

アクセスの集中が予想される大都市、音声・動画
などのサイズが大きなコンテンツを配信する自治
体は検討が必要

（出典）調査検討会資料

（出典）調査検討会資料
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（２）システム面

効率的な情報収集を行うためのアプローチ

（出典）湧別町トップページ
http://www.town.yubetsu.lg.jp/

ホームページ掲載情報をRSSで配信

日本気象協会（http://tenki.jp/）
から注意報・警報をRSSで受信し、
トップページに掲載

情報収集や情報配信を行うためにRSSを導入
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（２）システム面

円滑に防災情報等を発信するためのアプローチ

発信すべき情報の種類を洗い出し、基準や手順を整備

【具体的な事例】
 C自治体では、ホームページの特長の一つでもある情報量の豊富さを活かし、テキスト

による詳細な防災情報等の発信に加えて、地図情報や動画映像の配信に取り組んで
いる。災害発生時などの緊急時は、テキスト情報と共に地図情報を必ず掲載するように
している。

 以前、災害が発生した際、マスコミ各社からの電話による問い合わせが長時間におよ
び占有されてしまったため、結果として、緊急用の電話回線がいざという時に使えない
という事態が発生した。この反省から、言葉では表現できないような情報の場合であっ
ても、例えば、地図に手書きのメモを加えたものをホームページに掲載し、「ホームペー
ジを見て下さい」の一言で、瞬時に解決することができた。

 災害時は人員が限られている上に、複数の業務を行わなければならないので、情報量
の豊富なホームページを活用したマスコミ対応は、効果が高いと実感している。

 以後、マスコミ関係者と良好な関係を保つために、マスコミ各社が必要とするような情報
は積極的にホームページで掲載するよう組織として取り組んでいる。
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（３）組織体制面

速やかに防災情報等を掲載できるようにするためのアプローチ

災害対策本部が設置されるような場合は、本部内に常駐の専属の広報担当者を配置

災害対策本部での情報収集と情報共有

災害対策本部内で担当者が広報メモを作成 承認後、即座にホームページに情報を掲載

（出典）石狩市



22

利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（３）組織体制面

庁内においてホームページ担当課が庁内の情報を得やすいような環境の整備

速やかに防災情報等を掲載できるようにするためのアプローチ

【具体的な事例】
 E自治体のホームページ担当課では、災害時の情報不足によって地域住民の不安が

増大すると考え、ホームページに可能な限り適時的確に情報発信ができるように平常
時からその準備に努めている。

 ホームページ担当課として持ち込まれた情報の正確性を素早く判断し、適時的確に情
報発信できるように、統計情報や過去の類似事例などの情報収集を積極的に行ってい
る。以前は、ホームページを通じて住民などの閲覧者と直接向き合う広報担当者だけ
が情報発信に前向きだった。

 そこで、日頃から情報収集の際に各部署の担当者に対して、「緊急時にはこういう情報
が欲しい」と緊密なコミュニケーションを図った結果、現在では、いざ情報が欲しいという
時に、各部署から情報が持ち込まれるような環境になった。
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（４）職員の意識面

閲覧者が求める防災情報等を積極的に発信するためのアプローチ

情報発信する意識を醸成

【具体的な事例】
 F自治体では、ホームページの再構築の際に、OSS（オープンソースソフトウェア）を活

用してCMSを導入した。OSSを活用したため、一般的に有償で販売されているCMSの導
入費用に比べ、格段に安価で導入することができた。

 CMSの導入を検討していた際に、これまでホームページ担当課が行っていた掲載情報
の作成やホームページへの掲載などの業務負担が軽減されるだけではなく、各部署が
担当するホームページを管理し、誰でも更新できるようになるので、職員の情報発信に
対するモチベーションが上がることを期待していた。

 CMSを導入して2年が経過し、期待通りの効果が現れている。必ずしも、全職員のモチ
ベーションが上がったとは言えないが、マニュアルを作成し、地道に庁内セミナーを開
催して職員の更なるモチベーションアップ、意識喚起に努めている。
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（５）他のメディアとの連携

ホームページの即時性を高めるためのアプローチ

即時性や伝播性の高さ、情報量の豊富さなどのメリットを活かせる運用方法の検討

メリット デメリット

twitter

・リアルタイムな情報発信
・一度に多くの人に情報を発信
・情報を見たtwitterユーザーに

より情報が更に広がる
・情報収集
・様々なSNSツールとの連動可能

・アクセスが集中した場合など、
twitterのシステムがオーバー
キャパシティになりやすい

・脆弱性
・なりすまし
・炎上の可能性
・ユーザーとの直接的なコミュニ

ケーションに抵抗がある

Ustream

・リアルタイムな映像配信
・一度に多くの人に情報を発信
・低コストで配信が可能
・誰でも配信できる
・twitterと連動

（ソーシャルストリーム）

・発信者の映像クオリティレベル
・著作権
・肖像権
・個人情報保護

twitterとUstreamのメリットとデメリット

（出典）調査検討会資料
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具体的な事例

総務省消防庁の公式ホームペー
ジにて、消防庁が運用するtwitter
の運用方針が明記されている。

（出典）総務省消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp/neuter/twitter/guideline.html
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具体的な事例

twitter公式アカウントを取得して、
なりすまし防止に努めている。

（出典）総務省消防庁のtwitterの公式トップページ
https://twitter.com/FDMA_JAPAN
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（６）ホームページを構築する際に考慮すべき工夫

閲覧者を意識した情報発信をするためのアプローチ

閲覧者が迷うことなく防災情報等にアクセスできるページデザインの工夫

日本語版も英語版もトップペ
ージ上段に目立つように防災
情報等が配置されている。

画面や文字サイズ、配色、言
語を自由に変更できる。

「緊急災害・防災情報」、「室蘭
市からのお知らせ」、「イベント
カレンダー」などの情報をRSS
配信している。

（出典）室蘭市ホームページ
http://www.city.muroran.lg.jp/ 
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利活用モデル実現に向けた具体的な取り組み例

（６）ホームページを構築する際に考慮すべき工夫

閲覧者を意識した情報発信をするためのアプローチ

閲覧者のアクセシビリティを高める工夫

（出典）深川市ホームページ
http://www.city.muroran.lg.jp/ 

文字サイズや背景色を自由
に変更できる。

音声を読み上げる機能が備
わっている。

JIS規格に準じたホームぺー
ジを構築・運用


